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和文抄録：フイリップ・コトラーはマーケティング研究の第一人者であり、『マーケティ
ング･マネジメント』など、現在なお読み継がれている。コトラーはマーケティング概念
の拡張をしたことでも業績を残しており、『ホスピタリテイと観光のマーケティング』は
その代表作である。しかし、私たち日本人はそこに違和感を抱く。その大きな理由は、
日本では観光ビジネスにおいて旅行会社が果たす役割が非常に大きいのであるが、コト
ラーの著書では、アメリカの現状に合わせてホテルの役割を重視して記述がなされてい
るからである。また、旅行形態や観光形態に関して細分化の作業が十分ではない。こう
した点から、日本における観光マーケティング原理確立のためには、コトラー理論の検
証が必要である。
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現代マーケティング研究の第一人者として、多くの人がまず名前を挙げるのはフィリップ・コ
トラーであろう。例えば、アメリカのマーケティング史を辿るため、個別経済的マーケティング
論で６名、社会経済的マーケティング論で６名の代表的な研究者を取り上げている『マーケティ
ング学説史(アメリカ編)』(マー ケティング史研究会1993=2008)では､コトラー に「現代マー ケティ
ング学界の第一人者」と見出しをつけている。
コトラーはマーケティング・マネジメント理論研究の第２世代と位置付けられており、セオド
ア・レビットのマーケティング近視眼、Ｅ・マッカーシーのマーケティング・ミックス、Ｗ、ス
ミスの市場細分化といった先行研究の成果を著書に多く引用している。そして、言及はされてい
ないものの、1967年初版の独自の理論書『マーケティング・マネジメントー分析、計画、そし
て統制』は、その10年前に出た』．Ａ、ハワードの『マーケティング・マネジメントー分析と
意思決定』を土台としたものだといわれている(マーケティング史研究会2008:102)。
コトラーはハワードの理論枠組みを踏襲した上で、新たな試みを四つ提示している(マーケティ
ング史研究会2008:103-104)。
第一には、近年の数量的分析や行動科学による成果を積極的に採り入れ、意思決定アプロー
チ、分析的アプローチ、学際的アプローチをはっきりと統合的に活用したことである。第二には、
それまでハワードやマッカーシーによって要素羅列的であり、プロセスが明確でなかったマーケ
ティング・マネジメントの手順について、分析、組織、計画、統制といった具合に時間差を明確
にした。第三には、マーケティング･マネジメントが対象とする消費者像を、経済理論が想定する、
経済的合理性に基づいて行動する「経済人」としてではなく、心理学、行動科学、文化人類学な
観光マーケティングへ向けて３
ど諸学の知見を活用して理解しようとした。第四には、マーケティングの機能に着目するだけで
なく、マーケティングの理念を研究することで、社会に果たすマーケティングの役割の広がりを
探求する道筋を作った。
上記第四の試みは、非営利組織のマーケティングなどその原理・理論の適用範囲を広げていく
ことになるのだが、1996年に出版された『ホスピタリティと観光のマーケティング』という大著
もそうした試みの一環である。コトラーは共著者二人の協力を得て膨大な事例を使い観光分野の
マーケティングを試みるのだが、日本において観光マーケティングを考えようとする筆者にはな
ぜか違和感が生じてならない。
それはなぜであろうか。その違和感の由ってくる理由を考えることから、観光マーケティング
原理確立の考察を始めてみたい。
1．旅行会社の役割
コトラーらの『ホスピタリティと観光のマーケティング』は日本における観光の現状にそぐわ
ない一面を持っている。その最大の理由は、旅行会社への言及の少なさである。後述するが、そ
れはコトラーらが旅行会社について、その大著で中心的に言及されるホテルの媒介者としての側
面ばかりを重視しているからである。もちろん、その認識はアメリカにおける業界関連の現実を
反映したものと考えられる。
日本では、観光分野において旅行会社の果たしている役割は大きく、無視できない。すでに旅
行業界やそれ以外の観光業界の仕事に携わる人で、大手旅行会社ばかりでなく、中小の旅行会社
まで含めて、旅行代理店という名称を思い浮かべる人は稀であろう。（旅行業法上は第１種旅行業
者、第２種旅行業者、第３種旅行業者、旅行代理業と区分されており、代理業も旅行会社の代理
をするという点で、1960年代に使われていた旅行代理店という意味合いとはまったく違う｡）なぜ
なら、大手の旅行会社ばかりでなく、全国展開されるパッケージツアー商品を造成していない－
－ホールセラーと位置付けられていない旅行会社を意味する－ケースでも、団体旅行を扱う旅
行会社のほとんどにおいて、その仕事の最も本質的な部分とは、旅行商品というシステムアップ
商品を造成し、売ることだからである。代理業でなく、現在の旅行業法でいえばパッケージツアー
などの募集型企画旅行、そして多くの団体旅行が含まれる受注型企画旅行というシステムアップ
商品を売ることこそが旅行会社の仕事となっているからである。
実際のところ、コトラーらは、第１章において、「観光と呼ばれる活動を成り立たせている２つ
の主たる産業は、ホスピタリテイ産業と旅行産業である。すなわち、本書では、全体を通してホ
スピタリテイ産業と旅行産業について言及していく」（コトラー他1996=1997:１１)、と述べている
にもかかわらず、旅行会社が造成する旅行商品がシステムアップ商品であるという実態がアメリ
カではおそらく稀薄であるため－旅行会社を旅行代理店と捉えているため－、翻訳書で800頁
に達する『ホスピタリティと観光のマーケティング』で旅行会社のマーケティングに取り組んで
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いる箇所はごくわずか、おそらく分量としては数十分の一である。
コトラーらが取り上げる事例で圧倒的に多いのは、ホスピタリティ産業でもあり、旅行にま
つわるところで需要が生まれている旅行産業という意味でのホテルである。次いでファースト
フードを含むレストランであろう。なにしろ、コトラーらが挙げるホスピタリティ産業の偉大な
るリーダー４人はホテル業界人が３人、ファーストフード業界人が１人なのである（コトラー他
1996=1997:14-20)。
同書がどのような趣旨で実質的に書かれているのかを示す典型は、第８章において団体客市場
がテーマであるものの、日本での常識と違って、そこではホテルにとっての市場しか意識されて
いないことである。もちろん、日本においても会議やコンベンションがホテルにとって重要なビ
ジネス機会であることは確かだが、同時にそこに至るまでの交通機関の確保など､旅行会社にとっ
ても大きなビジネス機会となっており、少なくとも等分の記述がなされるべきところである。ま
た15章「流通チャネル」では、旅行会社はホテル側から見たマーケティング媒介者として触れら
れるのみで、章全体では、主役であるホテルが必要とする流通チャネルはどのようなものかとい
う視点が中心となっている。ホテルのセールスレップや、コンソーシアム、航空会社の予約シス
テム、インターネットと並んで、それらとほぼ同等の分量の記述がツアーホールセラーと専門業
者(ツアーブローカー、報奨旅行専門代理店、カジノ旅行専門代理店)についてなされるに過ぎな
い。そして皮肉なことに、それら媒介者の内、最も多い記述は旅行会社ならぬ旅行代理店に関す
るものとなっている。すなわち、ホールセラーに限らない、旅行会社にとってのシステムアップ
商品である旅行商品という最も重要である点についてのマーケティングには触れられていない。
いま見てきたように、コトラーらの『ホスピタリティと観光のマーケティング』が筆者に違和
感をもたらすのは、単に構成上の問題からでなく、旅行会社についての捉え方が本質的に日本の
現状に合っていないからだった。マーケティングがアメリカで育ってきたことからすれば当然だ
が、コトラーらが言っていることが日本においても適切であるかについては、時代状況や商品事
情、日本社会の仕組みなどを加味してよく考えてみなければならない。
２．市場細分化の前に－グループ旅行の本質
旅行会社に対する見方以外の、コトラーが日本における観光マーケティングの研究や実践に
とってさほど有効でないもう一つの大きな理由は、マーケティングに限らず、欧米の研究者が観
光動機を個人ベースでしか考えていないところから来る。アプローチの仕方ということで言えば、
この発想は日本の観光研究者にも、いまなお多い。日本の観光現場で真剣にマーケティングを考
えようとする人たちにとって、これは最大の怪誘な事態となっているはずである。
コトラーらは市場細分化を行なうための変数として次の４分類を提示する（コトラー他1996＝
１９９７：264)。①気候や地理的な位腫、人口をもとに区分される地理的変数、②年齢、性別、所得、
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職業、世帯規模などによる人口統計学的変数、③社会階層、ライフスタイル、パーソナリティに
よるサイコグラフ的変数、④購買状況、使用率、製品に対する態度などによる行動変数、である。
これらはいずれも強く個人を意識して細分化を行なう際の手段である。どの変数を重視するかは
商品の性格によって異なるが、購買者(消費者)を個人ベースで考えている手法である。
あるいはコトラーらは、第８章の「観光市場の細分化と調査分析」と題する節で、「個人が可処
分所得を旅行に使うか新しい家具やボートを買うか、他の代替物にするかという決定には、重要
な心理的要因が関与する」と述べ、観光需要の個人における決定要因としてプレステージ、逃避、
性的機会、自己啓発、交流、家族のつながり、リラクセーション、自己発見の八つを挙げている(コ
トラー 他1996＝１９９７：743-744)。
こうした傾向はコトラーだけに限らない。日本の観光研究においても、観光客の旅行動機を個
人ベースの心理から説明することが通例である。例えば、緊張感や開放感を求める心理から旅行
をするというのである。しかし、現代日本の観光という社会現象は、日本における通説やコトラー
らが主張するように、個人ベースの心理だけで説明できるわけではない。端的にいえば、社会構
造の反映として旅行が行なわれるケースがある。教育制度の一環として行なわれる修学旅行や、
優秀な販売員を褒美として旅行に行かせる報奨旅行、さまざまな同業者組織や団体に属すること
で発生する親睦旅行などでは、個々人の動機によって旅行目的地が決定されているわけではない。
すなわち、そこでは個人の旅行に向けた心理・動機よりも、社会の仕組みとして、自分がそこに
含みこまれることによって、そのことを理由として(ある場合には否応なく）旅行に参加すること
がある。旅行会社はこうした動向をよく理解しており、例えば、分社化したＪＴＢは法人旅行(＝
団体旅行)専門の会社を作っているし、大手旅行会社も例外なく団体旅行部門を持っている。
このような記述を、1960年代の高度経済成長期や1980年代後半のバブル期に盛んであった団体
旅行全盛期には適切だが、個人･グループ旅行に時代が変わったといわれる今日では、マーケティ
ングを考える上で適切ではないと感じる人もいるかもしれない。そう感じるのは、観光に関する
さまざまなデータの読み込みや、観光の現場で何が起こっているかの理解が不十分だからである。
おそらく、団体旅行から個人・グループ旅行の時代になったと単純に考えるならば、マーケティ
ングに必須な細分化の手立てを持つことができない。観光マーケティングに取り組むことすらで
きないはずである。
例えば、次のような現状がある。
ＪＴＢ，近畿日本ツーリスト、日本旅行といった大手旅行会社のパッケージツアーでは、会社
によって、また行き先によって適用人数には違いがあるものの、６名、あるいは８名以上のグルー
プなら追加料金なしで専用車・専用ガイドを用意するというサービスが行なわれている。ハワイ
は以前より新婚夫婦のハネムーンだけでなく、ハワイの教会で結婚式を挙げるため両家の親族一
同が十人以上の規模で出かけるということが珍しくはなかった。オーストラリアについても同じ
ことがいえる。しかし、中国や台湾、シンガポールやバンコクの場合はどうであろうか。もつと
別の解釈が必要である。
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日本旅行のパッケージツアー「マッハ」のオーストラリア･ニュージーランドのパンフレット(成
田発2011年４月～９月版)だけがその意図を明確に伝えている。「ファミリー、ご友人、卒業、社
員旅行などを考えている皆様方へ日本旅行が現地到着後にしっかりとサポートします。幹事さん
必見です｣。実に明快である。因みに､日本旅行の割安なパッケージツアー「ベスト」のバンコク、
シンガポール､香港･マカオ､台湾の各パンフレットによれば､１０名以上の場合１回夕食が無料サー
ビスとなっている。
ここで明確になっているのは、日本人の旅行では－特に海外旅行においては－，８名とか
１０名以上の申し込みがなされる旅行形態がいまなお存在しており、旅行者個人の旅行動機に訴え
るばかりでなく、さまざまな集団に対する一定の配慮(＝無料サービス）をすることが有効なのだ
と大手旅行会社は考えているという現実なのである。
こうした事情が何を物語っているかを理解することは、アメリカならぬ日本において､観光マー
ケティングに取り組むための第一歩である。それは次のような調査・統計の読み方とも係わって
いる。
観光における統計は、これまで推計が多かった。最も代表的なもの－それは最も信頼できる
ということと同義である－は、（社)日本観光協会が出してきた『観光の実態と志向』である。
そこでは無作為抽出によって選ばれた4,500人の内、アンケート回答に応じた７割ほどの人たちの
データをもとに、日本人の１年間での旅行回数、宿泊日数などを推計している。実数については、
国レベルではやっと2007年１月より、全国統一基準に基づいた「宿泊旅行統計調査」が実施され
るようになった。2009年１月から12月分については延べ宿泊者数で３億130万人泊、実宿泊者数は
２億3,972万人である。これは主として県ごとのデータを集積した結果であり、マーケティング
に必須の調査項目が設けられているとはいえない。一方、ＪＴＢが出している『宿泊白書』では、
ＪＴＢグループが実際に販売した延べ宿泊人数2,099万人(2009年度)のデータをもとに、観光地ご
とに観光マーケティングを考える上のヒントを得ることができる。何よりも、そのデータから大
手旅行会社がなぜ海外パッケージツアーで６名以上のグループを重視しているかが分かる。
例えば、東京と熱海を人数別のシェアで見てみる。
東京都区内の約153万人泊の内訳を見ると、１人から４人までの人数は67.1％、５人から14人(Ｊ
ＴＢの区分ではグループ旅行として分類される)、及び15人以上、さらには別途集計されている修
学旅行のシェアを合計すると32.9％となる。熱海の約17万人泊については､前者が47.9％､後者(修
学旅行は０)は52％である。少人数が多い東京と、社会構造の反映というべき10名前後のグループ
や団体旅行のいまなお多い熱海とに傾向がはっきり別れることが分かる。さらに近年人気の高い
熊本県の黒川温泉、大分県の湯布院の数字を出してみれば、熱海がどのような観光マーケティン
グの視点に立てばいいか明瞭となる。黒川温泉は４人までの少人数のシェアが69％、５人以上の
小グループと団体の合計が31.1％、湯布院の場合も前者が73.9％、後者が26.1％である。明らか
に人気観光地・温泉地が４人までの小グループに依存していることが分かる。しかしここで、す
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べての観光地がそうすべきだと結論づけるべきではない。
別府温泉は熱海と同様むかしからの大規模な人気温泉地だが、鬼怒川温泉や北陸地方の有名温
泉地などが衰退しているのと較べて、急激には訪問者数が低下していないことで注目されている。
別府八湯ウオークやオンパク（温泉泊覧会)の評価のこともあるが、約１７万人泊の人数別の構成比
からもその一端を窺うことができる。４名までの少人数のシェアは51.6％、５人以上が48.3％で
ある。これはＪＴＢグループが実際に取り扱った宿泊客のデータであるため、後者の比率が高く
出る可能性があるものの、旅行会社がどの観光地にはどのような営業政策で望むべきかを暗示し
ている。少なくとも可能性として、別府の訪問者でそのようなデータが出ているならば、５，６人
以上の小グループや団体に対応する(サービスとなる)工夫が必要であろう。
大手旅行会社のパッケージツアーでなぜ６人以上の特典サービスが付加されているかは、観光
マーケティングの始まりにおける顧客の細分化という点で重要な意味を持っている。つまり、た
とえ５，６名であってもそれは明らかに日本の社会構造の反映として形成される旅行形態がいま
なお健在であることを示している。かつて30名から40名であった規模が今日では５，６名から１０名
程度に減少しているかもしれないが、マーケティングの基本として細分化を試みようとするなら
ば、旅行形態の実態に着目しないわけにはいかないのである。例えば、親睦旅行であれば、主婦
の合唱グループの仲間同士であったり、同窓生の何十年かぶりの再会旅行であったり、同じ会社
の先輩・後輩ＯＬ４人組であったりする。４，５人から７，８人のそうした女性グループに対して
女子会のプランをホテルや温泉旅館は提示している。当然ながら、このサイズのマーケットを大
手旅行会社は意識していることが、先の海外旅行のパッケージツアーパンフレットから読み取れ
るのである。
筆者は次のように旅行形態を細分化することが必要だと考えている(吉田2010：29-33)。
①業務出張旅行、②個人観光旅行、③新婚旅行･家族旅行、④修学旅行、⑤職場旅行(慰安旅行、
社員旅行とも呼ばれる)、⑥招待旅行、⑦報奨旅行、⑧親睦旅行、⑨永年勤続旅行、⑩組織内募集
旅行(地域密着型)、⑪組織内募集旅行(全国・広域募集型)、⑫パッケージツアー・メディア募集
旅行。
個人の心理面から観光動機を探求し、個人レベルで旅行目的地が決定されると考えることがで
きるのは、上記のように旅行形態を細分化してみれば、②③⑫あたりだけだということが分かる。
⑥⑦⑨についていえば、旅行者本人は旅行費用を負担するわけでも、旅行先を自ら決定できるわ
けでもないからである。旅行先は多くの場合団体旅行として－近年では規模縮小となりグルー
プ旅行として－，招待主や勤務先の会社によって決定されるのが普通だからである。
もちろん、時代によって旅行形態は転移する。
かつて、一つの職場でほぼ全員が参加する職場旅行が盛んに実施されていた。しかしいまでは、
若いＯＬはその旅行形態を嫌い、気の合うＯＬだけで、女子会として親睦旅行を実施しているの
である。
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人数のみで観光マーケティングの手法を決定はできない。由布院温泉や黒川温泉が成功事例と
なったのは女性客を取り込んだからだとよく言われる。ともに現在ではあらゆる旅行形態の団体
が訪れるが、少なくともその初期の段階において駆動力となったのは、⑧の親睦旅行に該当する、
さまざまな女‘性グループを掴んだからだった。これも社会の仕組みを反映しているというべきで
ある。女性のつながり方が、ボランタリー・アソシエーションと表現されたり、上野千鶴子が主
張する選択縁であったりすることが、⑧の旅行形態の可能性を大きく広げている。
個人・グループ旅行と人数から一括りにするのではなく、先に挙げた旅行形態から市場細分化
することが観光マーケティングにおける、コトラーらの研究からは引き出せない有効策なのであ
る。
３．地域にとっての観光マーケティング
次に検証してみたいのは、コトラーのマーケティングにおける心臓部ともいうべき部分が、観
光マーケティングにおいても機能するかどうかという問題である。特に地域が観光振興を考える
上で、市場細分化以前に、理念や思想という側面においてコトラーは有効かという問題の立て方
をしてみたい。
コトラーらはマーケティングがどのような理念の下で行なわれなければならないかについて、
次のような五つの概念を提示している(コトラー 他1996=１９９７：33-41)。
顧客のことを忘れがちになる生産志向と製品志向、ただ売ることばかりに集中して顧客が満足
かどうかを振り返ることのない、顧客との間で長期的な関係を確立することを意識していない販
売志向。顧客のニーズに重点を置いているマーケティング志向。ここでは、「企業は顧客の満足に
影響を与えるすべての活動を調整し、顧客の満足を創出し、維持することによって、その利益を
獲得している」のだとされる。コトラーらはさらに、環境保全や資源不足、人口増加などの現代
の諸問題を意識した社会志向的マーケティングも必要だと述べている。しかし、いうまでもなく、
コトラー理論の根幹は「マーケティング志向」にある。
コトラーの『マーケティング・マネジメント』のミレニアム版においても、２１世紀において留
意しなければならないこととしてグローバル化、テクノロジー、規制緩和がそれぞれさらに進展
し、競争原理の働く市場経済は無限のチャンスをもたらすのだという、楽観的な見通しが示され
ている。しかしながら、現代文明のあり方や、その核心であるテクノロジー重視の方向性が適切
であるのかどうかという問題のかたちは、スローフード運動やスモール・ツーリズムの思想にお
いてすでに生まれていた。すなわち、かなり以前から、コトラーのマーケティング理論にはそぐ
わない発想が生まれていたのだということができる。にもかかわらず、２１世紀への展望として、
コトラーによっては従来どおりの、「マーケティングは、人と社会のニーズを探りそれを満たすこ
とをテーマとしている」（コトラー2000=2001：２)、という欲望拡大型の原理が提示されたのであ
観光マーケティングへ向けて９
る。
市場細分化によって精微化されるマーケティングについて、コトラーらはすべての購買者に一
つの製品を大堂に生産・流通・販売するマス・マーケティングから、購買者に多種類の製品を
買ってもらおうとする、選択の幅を広げるという意味での製品差別化マーケティングを経て、細
分化された市場に対応した製品を用意しようとする標的マーケティングへ移行すべきだと考え
ている。この標的マーケティングは、もちろん、顧客志向のマーケティングであり、「企業が特
定の顧客や購買組織のニーズにその提供物を適合させよう」とするものだといえる（コトラー他
1996=1997:260-261)。あるいは、「つくることのできるものを売ろうとするのではなく、売れるも
のをつくれ」（同上：３７）という発想である。欠乏感から生まれるニーズに留まらず、現代のマー
ケティングは顧客が自覚しなかったウォンツ(欲求)までをも生み出す知恵を持っている。願望(＝
欲求)の絶えざる実現こそが現代マーケティングの課題ともなっている。こうした発想は、通常の
商品についてはその廃棄についての問題が別なかたちで生まれるものの、消費者の生活を豊かに
するものだと見ることができた。しかし、観光マーケティングにおいてはどうであろうか。特に
地域にとっての観光マーケティングということでいえば大きな問題（＝不可能性)を準むことにな
る。
おそらく、一般的な商品についていえば、自動車であれ電化製品であれカップラーメンであれ、
テクノロジーの進展により快適さ・安全性・便利さ．おいしさ等々、人間のさまざまな願望を実
現してきた。観光についても同じことがいえる。特にシステムアップ商品を造成する大手旅行会
社・中堅旅行会社にとっては、顧客の願望をどのように実現するかは大きなテーマである。それ
はマーケティングの手法というようなレベルの問題でなく、代理店ならぬ旅行会社の存在意義と
すらいうべきものである。パッケージツアーの目的地やそこでの訪問場所の選定に当たっては、
まさに「売れるものをつくれ」というのは最大原則である。たとえ送客手数料の入らない市立動
物園であっても、評判になったことで顧客の間に関心が高まっている以上、旭山動物園は旅行商
品を構成する重要な観光素材となる。そうした新たな観光素材を発掘して顧客の潜在的なウォン
ツを引き出すことは、システムアップ商品を造成する旅行会社にとって格段の関心事である。
では地域にとってはどうだろうか。むしろ逆の事態を想定しなければならない。
新たな観光素材が発掘される一方で、従前の観光素材が旅行商品から欠落することが起こるが、
それは次のような文脈で考えることができる。マーケティングの入門書では計画的陳腐化という
ことがいわれる。それは副次的な機能を付けた製品や新しいデザインの製品を市場に出すことで
既存製品を陳腐化し、買い替え重要を創出するための戦略だと説明される。そして、「その背景に
は適当な時期に買い替えたいという消費者のニーズ」（野口2005:82)があるのだとも説明される。
いずれにしろ、次々に願望を実現していくためには－新たな商品を販売していくためには一、
陳腐化していく商品も必要だということになる。
コトラー自身はこのような説明の仕方をしていない。計画的陳腐化と非難されるようなことが
ファッション業界、家電製品業界、コンピュータ業界において見られるかもしれないが、それは
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｢自由社会における競争力と技術力の正常な相互作用の結果」なのだとコトラーは見ており、意図
的な戦略ではありえないとしている。「企業が新しい機能を保留しておくのは、まだ十分にテス
トされていなかったり、消費者が支払ってもよいと思う以上のコストがかかるなど、さまざまな
正当な理由によるのである。これは競合他社に先を越されて市場を奪われるというリスクを冒し
ていることでもある。（･…．．）ほかのブランドに顧客を奪われたくはないので、故意に製品が故
障するように設計するはずはない。それどころか、企業は製品が常に消費者の期待に沿うかそれ
以上のものにするために、トータル･クオリティ・プログラムを実施しているのである」（コトラー
2000=2001:631)。
コトラーがいうように意図的ではないにしても、また計画的陳腐化という表現は適切でないに
しても、システムアップ商品である旅行商品、例えばパッケージツアーでいえば、新たな旅行目
的地や観光素材が新ラインナップに加わることは必然であり、その一方では、当然ながら商品と
しての価値が認められなくなり、旅行商品の構成物から欠落する旅行目的地や観光素材があって
もおかしくはない。ただ、ここで述べている発想は、旅行商品を造成する側の論理である。観光
素材を提供する地域にとっては、自ら陳腐化を図ることなど考えがたいであろう。そのような、
顧客に新たな満足を与えるために商品造成をするという旅行会社の論理は、地理的な空間である
場所を変えるということが地域にできない以上、地域にとっては最大の厄介な問題となる。
テクノロジーによって雪そのものを有する人工的な空間は出現させることはできようが、沖縄
に北海道の雪景色を自然としてもたらすことはできない。場所を移動させることはできないとい
うこの限定性(＝不可能性)に思い当たるところから、地域にとっての観光マーケティングは出発
しなければならない。
小規模の温泉旅館や観光地はこのような場所の制約を受けている。大規模温泉旅館が新たな施
設をつくったり、地域がその土地に似つかわしくない高層のリゾートホテルを誘致するのでなく、
地域がそこに位置すること自体、すなわち、あるがままの地域のすがたを見てもらおうとする発
想があってもおかしくはない。売れるものを新しくつくったり、顧客の願望を実現しようとする
のではなく､提供できるもので満足してもらおうという発想なのである。いわば怠惰なマーケティ
ングとでもいうべき方法しか取らない観光のあり方を私たちはスモール・ツーリズムと呼んでい
る。読んで字のごとくただ単に小規模・少人数を意味するだけでなく、顧客の願望をそれほど実
現しようとはしない、そこで無理なく提供できるものだけで満足してもらおうとするツーリズム
のかたちなのである。ここでの発想は、コトラーらのいう「顧客ニーズに合わせそれを満たすこ
とをより適切に行なうというマー ケティング概念」（コトラー 他1996=1997:384)とは大きく異なっ
ている。
観光地やそこに位置する小規模旅館は確かに場所という制約を受けている。大規模なホテル
チェーンやリゾートホテルが自由にその立地を選んで進出(建物を新築）したり、ディズニーラン
ドやユニバーサル･スタジオが世界中を見渡して立地を選定するのとは訳が違う。観光地たろうと
する地域はその位極する場所を変更することはできない。
観光マーケティングへ向けて１１
地域はいかに観光マーケティングに取り組むべきか－．
コトラーらは、『ホスピタリティと観光のマーケティング』において、実は、いま筆者が述べ
てきていることとは異なるが、場所の限定性ということについてかすかに触れてはいる（コトラー
他1996=1997:286)。
例えば、立地による差別化として、ニューヨークのセントラルパークに面したホテルは、それ
の見えないホテルに較べて明らかな競争的優位性を有しているし、山の頂上にあるレストランや
海の見えるレストランなども同じ場所的な優位性を有するとされる。あるいは、コトラーらは場
所という特性に着目はしていないものの、サンフランシスコのシェラトン･パレス、シカゴのパー
マー・ハウス、ニューヨークのウォルドルフ・アストリア、シンガポールのラッフルズといった
ホテルが、それらのホテルにまつわる歴史性故に､新しく建設されるホテルに対して優位性を持っ
ているとの見方を示している。これもやはり、その場所に位置したことで過去のさまざまな思い
出(＝歴史性)がまつわりついたのであり、場所による優位性と見ることができる。
いうまでもなく、場所による限定性は、眺望の良さや東京などの大消費地(＝観光客の送り出し
地)に近いなどの優位性をもたらす一方、別の観光地にとっては眺望に恵まれず、大消費地から遠
いという不利な条件をもたらすかもしれない。その場合の地域の選択は、新たな集客可能な施設
をつくるという方向と、その地域の現状に合った観光のかたちを求めるという方向に分かたれる。
その分岐点においては慎重でなければならない。前者の手法が宮崎県のシーガイアや、北海道の
アルファリゾート・トマムのような破綻の事例を生み出す一方、後者については北海道の美瑛や、
長崎県の小値賀などの成功例を生み出しているからである。
地域は、市場細分化に向かうに当たって、同時にどのようなツーリズムのかたちを目指すのか
決定する必要がある。コトラーらは先に触れた標的マーケティングについて、４Ｐと呼ばれる製
品(Product)、価格(Price)、チャネル(Place)、プロモー ション(Promotion)を検討する前にＳＴ
Ｐ、すなわち市場細分化(Segmentation)、市場標的設定(Targeting)、市場位置確定(Positioning）
という手順を踏むことが必要だとしているが(コトラー他1996=1997:261)、観光マーケティングの
場合は、地域にとっては細分化を考える前か、少なくとも同時に「ツーリズムの様態」－マス・
ツーリズムを目指すのかスモール・ツーリズムに留まるのカーを決定しておかねばならない。
コトラーのいうターゲティングやポジショニングは、どちらかといえばマーケティングの手法
として理解されているし、そのような叙述も見られる。しかしこの点は、特に地域にとってはむ
しろ観光マーケティングに向かう最初の選択・決定事項だと筆者には思われる。それは理念にか
かわり、地域のあり方としての意思を示すものだといってよい。それほど地域にとって根幹にか
かわるものなのである。「ツーリズムの様態」を地域の意思として確定するということは、市場標
的設定や市場位置確定を市場細分化の作業に先立って、あるいはほぼ同時にそれをするというこ
とであり、コトラーの理論とは順路が違っている。ここでの最も肝要な点は、地域に与えられた
現実の下でどのような生き方を選択するかということに他ならない。市場の細分化はその後でも
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かまわないし、どのように市場細分化が可能なのかの知識があれば賢明な選択ができるかもしれ
ない。
ところでコトラーには、，．Ｈ，ハイダー、Ｉ・レインとの共著となる『地域のマーケティン
グ』（1993=1996)という､地域が観光マー ケティングを考える上では『ホスピタリティと観光のマー
ケティング』よりも参考になる著書もある。そこでは地域を売り込む方法が紹介されている。観
光客やビジネス客を含むビジター、移住する人たち、企業・産業・プロ野球球団の誘致、輸出市
場の四つが標的となっている。最後の輸出市場については、地域のマーケティングということで
一般化するならば、日本においては移出市場というべきであり、地場産業として論じられること
の方が日本のほとんどの市町村にとっては適切である。
今日の、地域にとっての観光マーケティングは、観光客・ビジネス客を含む訪問者、地場産業、
住みやすさから来る移住の三つが結び合うかたちで考慮されるべきである。種子島は多くのサー
ファーが移住することで、サーファー米という話題性に富む地場産業の一部を構成するものを生
んだ。その話題性をいかに来訪者の増大に結び付けるかは観光マーケティングの重要な課題であ
る。第一次産業、第二次産業､第三次産業を掛け合わせて、巷間、第六次産業と表現されるものも、
地場産業までをも参入させた観光マーケティングのごく一部の手法に過ぎない。
いずれにしろ、地域が観光・交流による振興を図ろうとするとき、コトラーがいうような顧客
のニーズにどんどん応えていく、顧客の願望を実現するという方向性のみで観光マーケティング
はスタートすべきではない。それ以前に、どのような「ツーリズムの様態」で臨むのか、そのた
めにどのような市場細分化を試みるのかが決定されていなければならない。もちろん、すでに触
れたように大手旅行会社であれば、典型的なシステムアップ商品であるパッケージツアーをＳＴ
Ｐを考えることによって効果的に造成することは可能である。大規模温泉旅館・ホテルや全国的
に展開されているホテルチェーンであればコトラーの理論はかなりの部分において該当する。し
かし、日本全国の多くの市町村が地域にとっての観光マーケティングに乗り出そうとするとき、
逆に混迷を生み出すかもしれない。
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TowardMarketingForTourism
－Whyisn，tKotler，stheoryeffectiveinJapan？
HaruoYoshida
PhilipKotlerisconsideredtobeoneofthegreatestintheiieldofstudyfbrmarketing・Ｈｉｓｗｏｒｋ
"MarketingManagement,,isamonumentaloneinthatneld・Healsobroadenedtheconceptof
marketing・Ｆｏｒexample，“MarketingfbrHospitality＆Tourism”waspubIishedontourism・But
canweJapameseconsenttothee晩ctivenessofhistheoryinjapan？Inhisworktheimportance
ofhotelisemphasized，ｂｕｔｏｎｔｈｅｏｔｈｅｒｓｉｄｅ，therearefbwre陀rencesomtraveIagency・Itis
probablysuitedtotheactualconditioninUSA,lnjapantravclagencypIaysanimportantrolein
tourismbusiness､SegmentationaboutstyIｅｏ『tourorsightseeingmustbeinvestigatedinJapan．
KeyWords:PhilipKotler,hospitality,segmentation,styleoftour
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